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平成 29 年 10 月 18 日 

 

 都道府県医師会 

介護保険担当理事  殿 

 

日本医師会常任理事 

鈴 木  邦 彦 

 
 

平成 29年度地域支援事業実施要綱等の改正点について 

 
 

 時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

 さて、平成 28 年度の地域支援事業実施要綱については、平成 28 年 6 月 3 日付（介 52）文

書においてご連絡申し上げているところです。本件については、厚生労働省より当該実施要

綱等の改正点を説明する事務連絡が発出されておりますが、今般、介護予防活動普及展開事

業に関する手引きが厚生労働省ホームページに公開されましたので併せてご連絡申し上げま

す。 

 上記の事務連絡においては、①「地域支援事業交付金の交付について」（平成20 年５月 23 日

付け厚生労働省発老第0523003号厚生労働事務次官通知）、②「地域支援事業の実施について」（平成18 年

６月９日付け老発0609001号厚生労働省老健局長通知）、③「介護予防・日常生活支援総合事業のガイ

ドラインについて」（平成27 年６月５日付け老発0605第５号厚生労働省老健局長通知）、の3本の通知

についてそれぞれ改正点が示されており、通知全文については厚生労働省ウェブサイトに掲

載されております。改正内容としては、介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインに

おいて、基本チェックリストの実施の留意事項として、基礎疾患等に関する情報の重要性に

鑑み、要支援申請に繋げることや、主治医への確認などにより、利用者の状態を確認するこ

と等が追加された他、これまで通知等で周知されてきた内容が実施要綱に反映されておりま

す。 

また、介護予防活動普及展開事業に関する手引きについては、本年6月 13日付（介35）に

おいて、市町村向け手引きVer.1をお送りいたしましたが、今般、都道府県向け手引きVer.1、

専門職向け手引きVer.1、事業所向け手引きVer.1が新たに厚生労働省ホームページに公開さ

れました。 

地域支援事業の関係につきましては、介護予防・日常生活支援総合事業や在宅医療・介護



連携推進事業、介護予防活動普及展開事業等、様々な事業が実施されておりますので、日本

医師会ホームページのメンバーズルーム内にある介護保険のページ

（http://www.med.or.jp/japanese/members/iryo.html）に資料を整理した上で今般掲載され

た手引き等を含めて掲載いたします。 

つきましては、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、貴会傘下の郡市区医師会

および会員への周知方宜しくお願い申し上げます。 

  

 

  

（添付資料） 

 

・平成29年度地域支援事業実施要綱等の改正点について 

（平29.6.30 事務連絡 厚生労働省老健局振興課地域包括ケア推進係）    
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平成２９年６月３０日

各都道府県介護保険主管課（部）

　

御中

厚生労働省老健局振興課地域包括ケア推進係

平成２９年度地域支援事業実施要綱等の改正点について

日頃より、介護保険行政に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。
平成２９年度の地域支援事業の実施に当たり、今般、下記通知の一部が改正されたところ

それぞれの改正点について、別紙のとおりまとめましたので、参考としていただくととも

、貴管内市町村への周知等、 特段のご配慮をお願いいたします。

記

　

「地域支援事業交付金の交付について」 （平成２０年５月２３日付け厚生労働省発老第
０５２３００３号厚生労働事務次官通知）

　

厚生労働省ウェブサイト掲載先：

　　

ｈｔｔｐ：／／隅棚．ｍｈｌｗ，ｇｏ，ｊｐパｉｌ ０ Ｓｅｉｓａｋｕｊｏｕｈｏｕ－１２３０００００－Ｒｏｕｋｅｎｋｙｏｋｕ／００００１３８９３

　　

８
－
１．ｐｄｆ

　

ｒ地域支援事業の実施について」 （平成１８年６月９日付け老発０６０９００１号厚生労働省

老健局長通知）

　

厚生労働省ウェブサイト掲載先：

　　

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｍｈｌｗ．ｇｏ．ｊｐ／ｆｉ１ｅ／０６‐Ｓｅｉｓａｋｕｊｏｕｈｏｕ－１２３０００００‐Ｒｏｕｋｅｎｋｙｏｋｕ／００００１３８９３

　　

９１．ｐｄｆ

　

「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて」 （平成２７年６月５日付

け老発０６０５第５号厚生労働省老健局長通知）

　

厚生労働省ウェブサイト掲載先：

　　

ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｍｈｌｗ．ｇｏ．ｊｐ／ｆｉｌｅ／０６－Ｓｅｉｓａｋｕｊｏｕｈｏｕ‐１２３０００００‐Ｒｏｕｋｅｎｋｙｏｋｕ／０００００８８５２

０２．ｐｄｆ 厚生労働省老健局振興課
地域包括ケア推進係
ＴＥＬ：０３‐５２５３‐１１１１（内線３９８２、３９８６）

ＦＡＸ：０３一３５０３‐７８９４



（別紙）

平成２９年度地域支援事業実施要綱等の改正点

１． 介護予防ー日常生活支援総合事業関係

（１）介護予防・日常生活支援総合事業（以下、 「総合事業」という。）の成長的発展

　

に向け、重点的に着手すべき事項として、地域課題の把握等の具体的な取組事項を

　

記載。

　

（改正箇所） 介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン （以下、 「ガイドラ
イン」 という。） 新旧対照表Ｐ．３

（２）総合事業のサービスにおいて適切な単価を設定するための留意事項等、平成２８年

　

度に、 以下の事務連絡等により周知を行ってきた内容の反映。

　

（改正箇所） ガイドライン新旧対照表Ｐ．１８‐２２

　　

「介護予防・日常生活支援総合事業の円滑な施行について」 （平成２８年１０月
２７日付け厚生労働省老健局振興課地域包括ケア推進係事務連絡）
・

　

「介護予防・日常生活支援総合事業におけるサービスの単価の設定等に関する
状況について （報告依頼）」 （平成２８年１２月１３日付け厚生労働省老健局振興課
地域包括ケア推進係事務連絡）
・

　

総合事業担当者向けセミナー 「介護予防・日常生活支援総合事業推進のための
ポイント解説」 （平成２８年９～１０月開催。）

（３）従前相当サービスについて、平成３０年度以降もサービス類型として実施すること

　

が可能であることを明確化。

　

（改正箇所） ガイドライン新旧対照表Ｐ．１５

（４）介護給付、予防給付において平成２９年度より新しく創設された介護職員処遇改善

　

加算について、 総合事業においても創設。

　

（改正箇所） 地域支援事業実施要綱新旧対照表Ｐ．２０‐２１、２３

（５）高額介護予防サービス費の自己負担限度額が変更されることに伴い、総合事業の

　

高額介護予防サービス費相当事業においても同様の取扱とする。

　　

（改正箇所） ガイドライン新旧対照表Ｐ．２４‐２５

２



（６） 基本チェックリストの実施の留意事項として、 基礎疾患等に関する情報の重要性

　

に鑑み、 要支援申請に繋げることや、 主治医への確認などにより、 利用者の状態を

　

確認することを追加。

　

（改正箇所） ガイドライン新旧対照表Ｐ．１２‐１３

（７） 地域リハビリテーンョン支援体制の活性化のため、 市町村は、 都道府県の介護予

　

防市町村支援事業の取組を把握する等した上で、都道府県と協議を行うことを留意

　

事項として記載。

　

（改正箇所） ガイドライン新旧対照表Ｐ．２６‐２７

２．生活支援体制整備事業関係

（１）協議体の効率的な開催の観点から、地域ケア推進会議のほか、障害者施策等の他

　

の会議体と共同で開催するなど連携を図るよう記載。

　

（改正箇所） ガイドライン新旧対照表Ｐ．４‐９

（２） 地域の高齢者の移動に関するニーズへの対応について、 公共交通施策における協

　

議会との連携について記載。

　

（改正箇所） ガイドライン新旧対照表Ｐ．９－１０

（３） 高齢者の社会参加の推進の観点から、 生活支援コーディネーター等の取組につい

　

て、地域の高齢者の活躍の場を創出することを明記するとともに、参考となる取組

　

例を記載。

　　

（改正箇所） ガイドライン新旧対照表Ｐ．１０‐１１

（４）地域づくりを行う上で、地域の協働基盤の整備や地域課題の抽出等においてポイ

　

ントとなる点をまとめて記載。

　

（改正箇所） ガイドライン新旧対照表Ｐ．４、 ６

３． 地域包括支援センター関係

以下の通知等により周知していた、地域支援事業交付金における地域包括支援セン
ターの運営費の算定に関する新しい取扱いについて反映。
（改正箇所）地域支援事業交付金要綱新旧対照表Ｐ．４

　　

「地域包括支援センターの運営費に関する地域支援事業交付金の算定方法につい

て」 （平成２８年１１月２９日付け老振発１１２９第２号厚生労働省老健局振興課長通知）

３



４．地域共生社会関係等

（１）以下の通知により周知していた、地域支援事業のほか、障害者総合支援制度の地

　

域生活支援事業など、既存の地域づくりに資する事業を一体的に実施する際の、各

　

制度の費用按分に関する取扱いについて反映。

　

（改正箇所） 地域支援事業交付金要綱新旧対照表Ｐ．１１‐１２

　　

「地域づくりに資する事業の一体的な実施について」 （平成２９年３月３１日付け
老振発０３３１第１号等厚生労働省老健局振興課長等連名通知）

（２）住民主体による通いの場等において、要介護者や障害者等、要支援者等以外の者

　

を支援対象に含めて支援を実施する場合の費用按分等の取扱いについて明確化。

　

（改正箇所） 総合事業ガイドライン新旧対照表Ｐ．１０、１７‐１８

５． その他

　

認知症総合支援事業、高齢者の安心な住まいの確保に資する事業における一部取
扱の明確化。

　

（改正箇所） 地域支援事業実施要綱新旧対照表Ｐ．１４‐１６、１８‐１９

　

旧介護予防事業が平成２８年度で終了することによる、旧介護予防事業に関する記
載の削除。

　

（改正箇所） 地域支援事業実施要綱新旧対照表Ｐ．１‐２、 ４、 ６、 ９－１０、１８‐１９、
３１‐３７

・

　

総合相談支援業務における家族介護者への相談支援に関する取扱いの明確化。

　

（改正箇所） 地域支援事業実施要綱新旧対照表Ｐ．１０‐１１

　　　　　　　　　　　　　　

４




